
健康増進法に定める第一種施設の対象 

 

○健康増進法（平成１４年法律第１０３号）抜粋 

（定義） 

第２８条 この章において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

五 第一種施設 多数の者が利用する施設のうち、次に掲げるものをいう。 

イ 学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損なうおそれが高い者

が主として利用する施設として政令で定めるもの 

ロ 国及び地方公共団体の行政機関の庁舎（行政機関がその事務を処理するために使

用する施設に限る。） 

 

○健康増進法施行令（平成１４年政令第３６１号）抜粋 

（第一種施設） 

第３条 法第２８条第５号イの政令で定める施設は、次に掲げる施設とする。 

一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（専ら同法第９７条

に規定する大学院の用途に供する施設を除く。）、同法第１２４条に規定する専修学校

（２０歳未満の者が主として利用するものとして厚生労働省令で定めるものに限る。）

及び同法第１３４条第１項に規定する各種学校（２０歳未満の者が主として利用する

ものとして厚生労働省令で定めるものに限る。） 

二 防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４号）第１４条に規定する防衛大学校及び防

衛医科大学校 

三 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第１項第２号に規定

する職業能力開発短期大学校、同項第３号に規定する職業能力開発大学校及び同法第

２７条第１項に規定する職業能力開発総合大学校 

四 国立研究開発法人水産研究・教育機構法（平成１１年法律第１９９号）第１２条第

１項第５号に掲げる業務に係る国立研究開発法人水産研究・教育機構の施設 

五 独立行政法人海技教育機構法（平成１１年法律第２１４号）第１１条第１項第１号

に掲げる業務に係る独立行政法人海技教育機構の施設（２０歳未満の者が主として利

用するものとして厚生労働省令で定めるものに限る。） 

六 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法

律第９３号）第１６条第６号に規定する施設 

七 自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第３３条の２に規定する陸上自衛隊

高等工科学校 

八 国土交通省組織令（平成１２年政令第２５５号）第１９２条に規定する航空保安大

学校並びに同令第２５４条に規定する海上保安大学校及び海上保安学校 

九 前各号に掲げるもののほか、２０歳未満の者が主として利用する教育施設として厚

生労働省令で定めるもの 



十 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院、同条第２

項に規定する診療所及び同法第２条第１項に規定する助産所 

十一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５

年法律第１４５号）第２条第１２項に規定する薬局 

十二 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健

施設及び同条第２９項に規定する介護医療院 

十三 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第２９条第

１項に規定する難病相談支援センター 

十四 施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師がその業務

を行う場所をいう。）の用途に供する施設 

十五 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第１項に規定する障害

児通所支援事業（同条第５項に規定する居宅訪問型児童発達支援若しくは同条第６項

に規定する保育所等訪問支援のみを行う事業又はこれらのみを行う事業を除く。）、同

法第６条の３第１項に規定する児童自立生活援助事業、同条第２項に規定する放課後

児童健全育成事業、同条第３項に規定する子育て短期支援事業、同条第６項に規定す

る地域子育て支援拠点事業、同条第７項に規定する一時預かり事業、同条第９項に規

定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定する小規模保育事業、同条第１２項に規

定する事業所内保育事業及び同条第１３項に規定する病児保育事業の用に供する施設、

同法第７条第１項に規定する児童福祉施設並びに同法第５９条第１項に規定する施設

（同法第６条の３第１１項に規定する業務を目的とするものを除く。） 

十六 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２２条第２項に規定する母子健康包

括支援センター 

十七 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 

十八 法務省設置法（平成１１年法律第９３号）第８条第１項に規定する少年院及び少

年鑑別所 

 

○健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号）抜粋 

（健康増進法施行令第３条第１号の厚生労働省令で定める専修学校及び各種学校） 

第１２条 健康増進法施行令（平成１４年政令第３６１号。以下「令」という。）第３条第

１号の厚生労働省令で定める専修学校は、高等課程、専門課程又は一般課程（一般課程

においては、２０歳未満の者が主として利用するものに限る。）を有するものとする。 

２ 令第３条第１号の厚生労働省令で定める各種学校は、高等学校等就学支援金の支給に

関する法律施行規則（平成２２年文部科学省令第１３号）第１条第１項第４号に掲げる

ものその他２０歳未満の者が主として利用するものとする。 

（令第３条第５号の厚生労働省令で定める独立行政法人海技教育機構の施設） 

第１３条 令第３条第５号の厚生労働省令で定める独立行政法人海技教育機構の施設は、

独立行政法人海技教育機構法（平成１１年法律第２１４号）による独立行政法人海技教



育機構海技士教育科海技課程の本科、専修科及び乗船実習科の施設とする。 

（令第３条第９号の厚生労働省令で定める教育施設） 

第１４条 令第３条第９号の厚生労働省令で定める教育施設は、次のとおりとする。 

一 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１３条第３項第１号に規定する児童福

祉司又は児童福祉施設の職員を養成する施設及び同法第１８条の６第１号に規定する

保育士を養成する施設 

二 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２

１７号）第２条第１項第１号及び第２号に規定する養成施設 

三 理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第３項に規定する理容師養成施設 

四 栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１項に規定する栄養士の養成施設 

五 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１９条第２号に規定する保

健師養成所、同法第２０条第２号に規定する助産師養成所、同法第２１条第３号に規

定する看護師養成所及び同法第２２条第２号に規定する准看護師養成所 

六 歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号）第１２条第２号に規定する歯科衛生士

養成所 

七 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第５条第１項に規定する養護教諭養

成機関、同法別表第１備考第２号の３及び第３号に規定する幼稚園、小学校、中学校

又は特別支援学校の教員養成機関並びに同法別表第２の２備考第２号に規定する栄養

教諭の教員養成機関 

八 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１９条第１項第２号に規定する養成機関 

九 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５５条第３項に規定する自動車整

備士の養成施設（２０歳未満の者が主として利用するものに限る。） 

十 診療放射線技師法（昭和２６年法律第２２６号）第２０条第１号に規定する診療放

射線技師養成所 

十一 歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）第１４条第２号に規定する歯科技工

士養成所 

十二 美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第４条第３項に規定する美容師養成施設 

十三 臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号）第１５条第１号に規定

する臨床検査技師養成所 

十四 調理師法（昭和３３年法律第１４７号）第３条第１号に規定する調理師養成施設 

十五 理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）第１１条第１号に規

定する理学療法士養成施設及び同法第１２条第１号に規定する作業療法士養成施設 

十六 製菓衛生師法（昭和４１年法律第１１５号）第５条第１号に規定する製菓衛生師

養成施設 

十七 柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）第１２条第１項に規定する柔道整復師

養成施設 

十八 視能訓練士法（昭和４６年法律第６４号）第１４条第１号に規定する視能訓練士

養成所 


